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研究成果の概要（和文）：建造後の船内振動の低減化を図るため，外部電力を必要としない安価な装置として動
吸振器に着目し，その設計法と効果について検証を行った．動吸振器を船の居住区全体の振動に適用する場合に
ついて，複素モード解析と感度解析，最急降下法を用いた最適設計法を構築し，国際基準に基づく振動評価基準
値を最小化する板厚構成や動吸振器による効果を数値計算結果から確認した．船の居室の床面振動に動吸振器を
適用する場合については，実船にて試作機を設置し，実測結果から動吸振器によってローカルな振動を低減化で
きる可能性を確認した．

研究成果の概要（英文）：In order to reduce in-board vibration after construction, we focused on the 
dynamic absorber as an inexpensive device that does not require external power, and verified its 
design method and effects. In the case of applying the dynamic absorber to the vibration of ship 
superstructures, optimization using steepest descent method and sensitivity analysis based on 
complex modal analysis was constructed. And we also investigate the effect of plate thickness and 
dynamic absorber to minimize the vibration evaluation reference value based on the international 
standard from the numerical calculation results. In the case of local vibration, we installed the 
prototype of dynamic absorber on a real ship, and the possibility of reducing local vibration by 
dynamic absorber was confirmed from the measurement results.

研究分野： 振動
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では複素モード解析と最急降下法に基づく最適化を構築しているが，最急降下法に必要な勾配情報を複素
モード解析結果から理論的に導出しており，厳密解と一致する勾配値を最小限の計算により求めることが可能と
なった．また，実船において試作型の動吸振器を設置し，実測結果から振動を低減化できる可能性を確認してお
り，今後のさらなる実証実験により海事分野における振動問題解決への貢献につながる．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

近年，船内振動に関する国際標準 ISO20283-5 が改訂され，居住区における振動の許容値が
引き下げられるなど，船舶の上部構造物における振動は，船員の居住環境保全のため焦眉な課
題となっている．船内振動は精密機器への損傷，金属疲労等にも影響するため，効果的な振動
低減手法が求められているが，船舶の振動問題を設計段階において精度よく予測することは難
しいことが多く，建造後に効果的な対策を実施するには多大なコストと労力を要する．そこで，
研究代表者は，事後対策が容易で安価な制振装置の一つとして動吸振器に着目した．動吸振器
とは，振動を抑制したい系に対して，ばねや減衰を介して小さな質量を付与することにより，
受動的または能動的に振動を低減化する装置のことである．この特徴にあるように，小さな質
量を後から設置することが可能であるため，設計後に起きた問題への対処に適用できる可能性
がある．この動吸振器を効果的に適用するためには，動吸振器のばね定数と減衰定数を決める
最適設計が必要となる． 

 

２．研究の目的 

本研究では，船舶の居住区を対象とした効果的な事後対策手法として動吸振器の適用を図る
ため，動吸振器の合理的な最適設計法の確立と，動吸振器を含めた上部構造物の解析モデル構
築，実船における動吸振器の効果の検証を目的とする． 

(1) 船内居住区振動に対する簡易解析モデルの構築 

 動吸振器の最適設計を行うためには，まず，船内居住区の固有振動数や振動レベル，
ISO20283-5 に基づく振動評価基準を，解析モデルを用いて推定する必要がある．また，最適
化計算では繰り返し振動計算を実施するため，計算の短縮化を図るため，簡易的な振動解析が
活用できる．本研究では，船舶の居住区である上部構造物の前後方向の振動を対象として，集
中質量・集中慣性および質量をもたない梁からなる簡易モデルを構築し，実船における振動計
測結果と比較し，精度を検証する． 

(2) 動吸振器の最適設計法の開発 

通常，船舶の振動については，振動レベルを低減化させることは当然であるが，船全体の復
原性を考慮すると重心が低いほうが有利であり，上部構造物の総重量は小さくすることが望ま
れる．そこで，本研究では，船舶の上部構造物の総質量と振動レベルの 2 目的最適化を実施す
る．計算手法の観点からは，動吸振器や上部構造物の減衰を正確に考慮するため，複素モード
解析を導入し，減衰まで含めた最適設計法を構築する．船舶の振動については，問題となる振
動モードは少数であるため，モード別に動吸振器を設計することで合理的な最適設計法を構築
する．最適化には勾配法を活用し，複素モード解析を基盤とした感度を用いて最適化を行う． 

(3) ローカルな振動に対する動吸振器の実船検証 

 上記(1)，(2)は上部構造物全体を対象とした動吸振器の検証を行う．一方，1 つの居室の振動
を低減させたい場合は多く，ローカルな振動に対しても本提案する動吸振器は効果的であると
考える．そこで，本研究では，ローカルな振動として，居住区の床面振動に対する動吸振器の
実船検証も実施する． 

 

３．研究の方法 

(1) 船内居住区振動に対する簡易解析モデルの構築 

 計算時間や簡易化を考慮し，船舶の上部構造物の振動モデルとして，本研究では，広渡らの
アプローチ①を参考に，全船のモデル化ではなく図 1 のような上部構造物のみモデル化する．
本モデルは上甲板から上に存在する構造物を上部構造物とし，ISO20283-5 で定められる重み
付き RMS 値を出力できるように構成する．また，構造物と動吸振器の減衰を正確に考慮でき，
かつモード別の検討を可能にするため，複素モード解析を導入する．また，主機からの外力を
考慮するが，外力の推定は非常に難しいため，実船で計測された変位を外力として与えること
とする．併せて，上部構造の床面位置における前後振動を計測し，計算結果と比較して精度を
確認する． 

(2) 動吸振器の最適設計法の開発 

船内振動については，設計段階にて振動を抑えることができれば最も良いため，まずは，設
計パラメータを板厚とした板厚最適化問題を対象に検討し，次に，動吸振器の最適化を検討す
る．問題定義としては，質量と振動レベルの 2 目的最適化問題を形式化し，上記(1)で構築した
振動解析モデルを用いて，勾配法と線形加重和法を用いたモード別の最適化手法を構築する．
通常，勾配法を適用する際には，設計パラメータに対する感度が必要となる，本研究では，
Michael I. Friswell らの複素モードおよび複素固有値の理論的な感度導出法②を参考に，勾配
法を効果的に適用する方法を提案する． 

(3) ローカルな振動に対する動吸振器の実船検証 

 実船舶の 1 つの居室の床面振動を想定して，動吸振器の試作機を制作する．試作機は，おも
りのプレートと，ゴムの支えによって構成されるシンプルな装置とする．実船舶の航行中の一
部屋に対して，動吸振器を設置する前の床面の上下方向振動を計測し，動吸振器を設置した後
の計測値を比較することで，効果を検証する． 

＜引用文献＞ 
①広渡智雪, 松本互平：上部構造の前後振動に関する研究, 造船境界論文集, 第 119 号, 



pp.157-178, 1966. 
②Michael I. Friswell, Sondipon Adhikari., Derivatives of Complex Eigenvectors Using 

Nelson's Method, AIAA Journal, 38(12), 2355-2357, (2000) 
 
４．研究成果 
(1) 船内居住区振動に対する簡易解析モデルの構築 

 図 1 に示すように，船舶の上部構造物に対する簡易モデルを構築した．図 1(a)は上部構造物
全体の簡易モデルであり，本研究で対象とした船舶は， 2 5~M M で表される居住部分と，

6 9~M M で表されるエンジンケーシング部分， 1M の共通部分の大きく 3 つで構成される．そ
れぞれ，鋼板で構成されており，簡易モデルでは，上下デッキの半分を集中質量および集中慣
性として代表し，デッキ間を質量のない梁で表す．主機関やプロペラによる外力を図 1(a)に示
すように，角振動数W のときの基盤部の強制変位 0 cos tq W として表し，その振動値は実測結果
を活用する．また，図 1(b)にデッキ間の関係図を示す．図に示すように， i番目の集中質量部
は前後方向の並進運動 iy と回転 iq が可能であり，上下デッキから，せん断力 ,U L

i iS S とモーメ
ント ,U L

i iN N が作用する．デッキ間の梁はティモシェンコ梁でモデル化する．減衰についても
非比例減衰を用い，減衰係数については実測結果から推定した．構築したモデルの運動方程式
に複素モード解析を適用し，複素モード if およびモード別の解 ix が求められ，最終的に ISO

で定められる振動評価基準の値 ,w ja を次のように計算できる． 
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ここに， lW は ISO で定められる周波数重みづけ係数である． 

 表 1 および図 2 は，上記簡易モデルによって計算された振動評価基準の値および周波数領域
における振動値を示している．表 1 に示すように，実測値よりも値が小さくなっているが振動
オーダー値はおおよそ一致する．図 2 は黒線が実測値であり，青線が計算値である．このよう
に，低階層では振動値がおおよそ一致するが，高階層は大きくずれるため，本手法には精度の
問題で課題がのこる．おそらく振動減衰の値の推定であると考える．一方で，低階層の振動値
よりも高階層の振動値が高いなど全体的な傾向は一致する． 
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(a) 全体図         (b) デッキ間の関係図 

図 1 船舶上部構造物の簡易モデル 

 

表 1 振動評価基準の計算値及び実測値の比較 

 計算値 実測値 

振動評価基準の値 95.0 mm/s2 111.8 mm/s2 

 



  

(a) 1M 相当デッキにおける振動値      (b) 4M 相当デッキにおける振動値 

図 2 周波数領域での実測値と計算値の比較（黒線：実測値，青線：計算値） 

 

(2) 動吸振器の最適設計法の開発 

上記簡易モデルを用いて，各デッキの板厚を設計パラメータとした質量と振動レベルの 2 目
的最適化手法と，動吸振器の単目的最適化手法を構築した．最適化には勾配法を用いるが，勾
配法を用いる際には，設計パラメータ ka による偏微分値が必要となる．そこで，本研究では，
理論的に導出した複素モードおよび複素固有値に対する偏微分値を活用し，目的である振動評
価基準値の偏微分 / w ka a を下記のように導出した． 
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ここで，右辺内の偏微分項は複素モードおよび複素固有値の偏微分値によってあらわされるこ
と示しており，これによって / w ka a を解析的に得ることが可能となる． 

 また，多目的最適化においては目的関数を初期解で無次元化した振動レベルと質量の線形和
で表し，その比率 h を変えることで，パレートフロントを求めた．その結果を図 3 に示す．h
が大きいほど，目的関数に対する質量の影響が大きくなるように定義しているが， 0.9h の
Pareto 3はすべてのデッキの板厚が最小値の制約でこれ以上板厚を小さくできない状況となっ
た解を示している．Pareto 2 のように板厚を変更することによって，元の解よりも質量および
振動レベルが最小化された解を得ることが可能である． 

 次に，動吸振器の最適化に関して，動吸振器を最上階に設置し，その剛性係数と減衰係数を
変更した場合の振動評価基準値 wa を図 4 に示す．まず，剛性係数が 40×105 N/m と 80×105 

N/m のときに振動値が拡大している．これは，動吸振器によって変更された 2 つの固有振動数
のうち低次側の共振と高次側の共振が発生したためである．一方，88×105 N/m 付近では大幅
に振動値を下げることができており，事後対策によって上部構造物の振動低減の可能性を数値
計算結果から確認した．これは，共振回避によるものである．また，減衰については共振回避
ができれば，大きな減衰は必要ないことがわかる． 

 

     図 3 板厚の多目的最適化       図 4 動吸振器の最適パラメータ 
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図 5 試作動吸振器による試験の様子    図 6 振動レベルの比較 

 

(3) ローカルな振動に対する動吸振器の実船検証 

 上記(1)，(2)は上部構造物全体を対象とした動吸振器の検証を行う．一方，1 つの居室の振動
を低減させたい場合は多く，ローカルな振動に対しても本提案する動吸振器は効果的であると
考える．そこで，本研究では，ローカルな振動として，居住区の床面振動に対する動吸振器の
実船検証も実施する．実船において動吸振器を適用する箇所として，振動が比較的大きい舵機
室の床面を対象とした．開始前に測定した結果から 100Hz 付近にピークがみられたため，動吸
振器単体の固有振動数を調整し，ハンマリングにより確認した結果，94.5Hz であった．舵機
室内の床面に試作の動吸振器を設置する前後において，それぞれ 3 回ずつ振動加速度を計測し，
平均値を求めた結果が図 6 である．青色は動吸振器が無い場合，橙色が動吸振器を適用した場
合である．この図からピーク値が多少下がっていることがわかる．これは，床面の固有振動数
が 100Hz 付近にあり，動吸振器によって 2 つの振動数に分かれ，減衰の効果により振幅値が
落ちたと考えられる．ただし，床面の固有振動数を計測できていないため，今後はより詳細な
実験が必要である． 
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